
2月 11日・建国記念の日

（如月） FEBRUARY

合併する市町村間の市町村税の税率が異なっている場合に、合
併後直ちに同一の税率で課税することがかえって住民の負担にと
って不均衡が生じると考えられるときに、合併が行われた年度及
びこれに続く5年度に限り不均一の課税をすることができる制度。
平成の大合併で、不均一課税を採用する市町村が増えています。
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2月の税務と労務

地方税の不均一課税

国　税／平成17年分所得税の確定
申告 2月16日～3月15日
（還付申告は申告期間前で

も受け付けられます）
国　税／贈与税の申告

2月1日～3月15日
国　税／1月分源泉所得税の納付

2月10日
国　税／12月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 2月28日
国　税／6月決算法人の中間申告

2月28日

国　税／3月、6月、9月決算法人の
消費税等の中間申告
（年3回の場合） 2月28日

国　税／決算期の定めのない人格
なき社団等の法人税の申
告及び納付 2月28日

地方税／固定資産税の第 4期分の
納付
市町村の条例で定める日
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2月号 2

Q1
労
使
協
定
で
定
め
る
基
準

継
続
雇
用
制
度
の
対
象
者
は
、
希
望

者
全
員
で
な
く
と
も
よ
い
と
い
う
こ
と

で
す
が
、
ど
の
よ
う
な
人
を
除
外
で
き

る
の
で
す
か
。

Ａ
継
続
雇
用
制
度
は
、
原
則
と
し
て
、

希
望
者
全
員
を
再
雇
用
す
る
制
度
の
導

入
を
求
め
て
い
ま
す
が
、
労
働
組
合
等

と
の
書
面
に
よ
る
協
定
（
労
使
協
定
）

に
よ
り
、
継
続
雇
用
制
度
の
対
象
と
な

る
高
年
齢
者
に
係
る
基
準
を
定
め
、
そ

の
基
準
に
基
づ
く
制
度
を
導
入
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
こ
の
場
合
、
改
正
法

が
求
め
る
「
希
望
者
全
員
を
定
年
後
も

引
き
続
き
雇
用
す
る
」
継
続
雇
用
制
度

を
導
入
す
る
措
置
を
講
じ
た
も
の
と
み

な
さ
れ
ま
す
。

基
準
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
労
働
組

合
等
と
事
業
主
間
で
十
分
に
協
議
の
上
、

各
事
業
所
の
実
情
に
応
じ
て
定
め
る
こ

と
が
で
き
、
内
容
自
体
は
労
使
間
で
決

定
す
れ
ば
よ
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
労
使
協
議
の
上
で
定
め
た

も
の
で
あ
っ
て
も
、
上
司
の
推
薦
が
あ

る
社
員
に
限
る
と
か
会
社
が
必
要
と
認

め
た
社
員
に
限
る
と
か
男
性
（
女
性
）

に
限
る
な
ど
事
業
主
が
恣
意
的
に
特
定

の
対
象
者
の
継
続
雇
用
を
排
除
し
よ
う

と
す
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と
し
て

い
ま
す
。

Q2
労
使
協
定
で
高
年
齢
者
を
限
定

で
き
る
例

労
使
協
定
に
よ
り
高
年
齢
者
を
限
定

で
き
る
例
を
教
え
て
下
さ
い
。

Ａ
望
ま
し
い
基
準
と
し
て
、
次
の
二

つ
を
挙
げ
て
い
ま
す
。

①

意
欲
、
能
力
等
を
具
体
的
に
測
る

も
の
で
あ
る
こ
と
（
具
体
性
）

社
員
自
ら
基
準
に
適
合
す
る
か
否
か

を
一
定
程
度
予
見
す
る
こ
と
が
で
き
、

到
達
し
て
い
な
い
社
員
に
対
し
て
能
力

開
発
等
を
促
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な

具
体
性
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

②

必
要
と
さ
れ
る
能
力
等
が
客
観
的

に
示
さ
れ
て
お
り
、
該
当
可
能
性
を

予
見
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ

る
こ
と
（
客
観
性
）

企
業
や
上
司
等
の
主
観
的
な
選
択
で

は
な
く
、
基
準
に
該
当
す
る
か
否
か
を

社
員
が
客
観
的
に
予
見
可
能
で
、
該
当

の
有
無
に
つ
い
て
紛
争
を
招
く
こ
と
の

な
い
よ
う
配
慮
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ

と
。具

体
的
な
基
準
と
し
て
次
の
よ
う
な

例
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

イ

通
常
の
就
労
が
可
能
な
健
康
状
態

で
あ
る
こ
と
。

ロ

無
断
欠
勤
が
な
い
こ
と
。

ハ

過
去
○
年
間
の
考
課
の
平
均
が
○

以
上
で
あ
る
こ
と
。

ニ

職
能
ラ
ン
ク
が
○
級
以
上
で
あ
る

こ
と
。

ホ

過
去
○
年
間
の
出
勤
率
が
八
〇
％

以
上
で
あ
る
こ
と
。

ヘ

社
内
技
能
検
定
レ
ベ
ル
が
Ａ
で
あ

る
こ
と
。

Q3
労
使
協
定
が
調
わ
な
い
と
き

労
使
協
定
が
調
わ
な
い
と
き
に
は
、

継
続
雇
用
す
る
高
年
齢
者
を
限
定
で
き

な
い
の
で
す
か
。

Ａ
事
業
主
が
労
使
協
定
の
た
め
に
努

力
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
協
議
が
調
わ

な
い
と
き
は
、
大
企
業
の
事
業
主
は
平

成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
（
中
小
企

業
（
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
数
が
三
〇

〇
人
以
下
）
の
事
業
主
は
平
成
二
十
三

年
三
月
三
十
一
日
）
ま
で
の
間
は
、
事

業
主
が
就
業
規
則
等
に
継
続
雇
用
制
度

の
対
象
者
の
基
準
を
定
め
る
こ
と
が
で

き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
前
掲
の
期
間
が
経
過
し
た
と

き
に
は
、
改
め
て
労
使
協
定
に
よ
り
基

準
を
定
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
今
年
四
月
か
ら
改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
が
実
施
さ
れ
ま
す
。
同
法
は
、六
五
歳
未

満
の
定
年
の
定
め
を
し
て
い
る
事
業
主
に
対
し
、六
五
歳
ま
で
安
定
し
た
雇
用
を
確
保
す

る
た
め
の
方
法
と
し
て
①
定
年
の
引
上
げ
、
②
継
続
雇
用
制
度
の
導
入
、
③
定
年
の
定

め
の
廃
止
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
講
ず
る
義
務
を
課
す
も
の
で
す
。
今
回
は
、
こ
の
う
ち

導
入
率
が
高
い
と
い
わ
れ
る
継
続
雇
用
制
度
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。 

月 

実
施 

高
年
齢
者 

雇
用
確
保
措
置 
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Q4
労
使
協
定
締
結
に
係
る
届
出

前
掲
の
基
準
を
労
使
協
定
で
定
め
た

場
合
に
は
、
な
に
か
届
出
が
必
要
に
な

る
の
で
す
か
。

Ａ
常
時
一
〇
人
以
上
の
労
働
者
を
使

用
す
る
使
用
者
が
、
労
使
協
定
で
継
続

雇
用
制
度
の
対
象
者
の
基
準
を
定
め
た

場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
就
業
規
則
に
定

め
、
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
に
就
業
規

則
変
更
届
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
な
お
、
労
使
協
定
そ
の
も
の
は

提
出
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Q5
定
年
後
フ
ル
タ
イ
ム
社
員
と
し

て
継
続
雇
用
す
る
と
き

現
在
当
社
の
定
年
年
齢
は
六
〇
歳
で

す
。
法
改
正
に
伴
い
平
成
十
八
年
四
月

以
降
は
、
六
五
歳
ま
で
の
継
続
雇
用
制

度
の
導
入
を
考
え
て
い
ま
す
。
定
年
退

職
者
を
再
雇
用
す
る
に
あ
た
り
、
希
望

者
に
は
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
い
て
も
ら
い

た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
場
合
、

労
使
の
話
し
合
い
に
よ
り
賃
金
を
カ
ッ

ト
す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。

Ａ
再
雇
用
後
の
労
働
条
件
に
つ
い
て

は
、
高
年
齢
者
の
安
定
し
た
雇
用
を
確

保
す
る
と
い
う
法
の
趣
旨
を
踏
ま
え
た

上
で
、
最
低
賃
金
を
ク
リ
ア
す
る
な
ど

雇
用
に
関
す
る
ル
ー
ル
の
範
囲
内
で
、

各
個
人
と
個
別
に
話
し
合
い
、
賃
金
を

カ
ッ
ト
す
る
こ
と
は
違
反
と
は
な
り
ま

せ
ん
。

今
回
の
改
正
は
、
年
齢
の
み
を
理
由

と
し
て
六
五
歳
前
に
雇
用
を
終
了
さ
せ

る
制
度
は
認
め
ら
れ
な
い
と
い
う
こ
と

で
、
そ
れ
以
外
の
労
働
条
件
に
つ
い
て

は
定
め
て
い
ま
せ
ん
の
で
、
具
体
的
に

は
会
社
が
決
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

Q6
定
年
後
パ
ー
ト
社
員
と
し
て
継

続
雇
用
す
る
と
き

再
雇
用
を
希
望
す
る
社
員
全
員
を
六

五
歳
ま
で
嘱
託
や
パ
ー
ト
な
ど
従
来
の

労
働
条
件
を
変
更
す
る
形
で
引
き
続
き

雇
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。
こ
の

場
合
、
一
年
ご
と
に
雇
用
契
約
を
更
新

す
る
方
法
で
も
よ
い
の
で
す
か
。

Ａ
労
働
条
件
の
変
更
を
す
る
こ
と
は

で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
社
員
個
人
が
望

む
老
後
の
生
活
設
計
を
考
慮
し
て
フ
ル

タ
イ
ム
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
な
ど
就
労
形

態
が
選
択
で
き
る
よ
う
配
慮
し
た
ほ
う

が
よ
い
で
し
ょ
う
。

雇
用
契
約
に
つ
い
て
も
、
一
年
ご
と

の
更
新
自
体
は
特
に
問
題
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
法
の
趣
旨
を
考
え
れ
ば
、
年
齢

の
み
を
理
由
と
し
て
六
五
歳
前
に
雇
用

を
終
了
さ
せ
る
よ
う
な
制
度
は
適
当
で

は
な
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
こ
の
場
合

は
、
下
記
の
要
件
を
満
た
し
た
上
で
、

個
別
の
事
例
に
応
じ
て
具
体
的
に
判
断

す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

①

六
五
歳
（
男
性
の
年
金
支
給
開
始

年
齢
に
合
わ
せ
男
女
と
も
同
一
の
年

齢
、
以
下
同
じ
）
を
下
回
る
年
齢
の

上
限
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
。

②

六
五
歳
ま
で
は
、
原
則
と
し
て
契

約
が
更
新
さ
れ
る
こ
と
（
能
力
な
ど

年
齢
以
外
を
理
由
と
し
て
契
約
を
更

新
し
な
い
こ
と
は
認
め
ら
れ
ま
す
）。

Q7
具
体
的
な
継
続
雇
用
制
度

具
体
的
な
継
続
雇
用
制
度
の
導
入
方

法
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。

Ａ
高
年
齢
者
が
希
望
す
れ
ば
、
六
五

歳
ま
で
安
定
し
た
雇
用
が
確
保
さ
れ
る

し
く
み
で
あ
れ
ば
、
継
続
雇
用
制
度
を

導
入
し
て
い
る
と
解
釈
さ
れ
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
次
の
よ
う
な
方
法
が

考
え
ら
れ
ま
す
。

a

全
員
を
短
時
間
労
働
者
と
し
て
再
雇

用
す
る
制
度

s

い
く
つ
か
の
パ
タ
ー
ン
を
用
意
し
、

労
働
時
間
等
は
個
別
に
相
談
す
る
制

度①

週
二
四
時
間
程
度
（
一
日
六
時

間
、
週
四
日
）
の
労
働
時
間
を
希

望
す
る
人
は
一
律
月
額
一
六
万
円

（
交
通
費
を
除
く
。
以
下
同
じ
）

②

週
三
〇
時
間
程
度
（
一
日
六
時

間
、
週
五
日
）
の
労
働
時
間
を
希

望
す
る
人
は
一
律
月
額
二
〇
万
円

③

週
三
二
時
間
以
上
（
一
日
八
時

間
、
週
四
日
等
）
の
労
働
時
間
を

希
望
す
る
人
は
一
律
月
額
二
二
万

円

d

五
五
歳
到
達
時
に
、
そ
れ
ま
で
と
同

等
の
労
働
条
件
で
六
〇
歳
定
年
ま
で

働
く
か
、
労
働
条
件
を
変
更
し
て
六

五
歳
ま
で
継
続
し
て
働
く
か
を
選
択

す
る
制
度

Q8
再
雇
用
後
の
退
職
金
等

再
雇
用
後
の
退
職
金
、
賞
与
な
ど
は

支
給
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。

Ａ
再
雇
用
後
の
退
職
金
に
つ
い
て
は
、

算
定
基
礎
期
間
に
算
入
し
な
い
こ
と
が

で
き
ま
す
。
ま
た
、
昇
給
は
せ
ず
、
賞

与
に
つ
い
て
も
支
給
し
な
い
旨
の
定
め

を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。



2月号 4

毎
月
の
国
民
年
金
保
険
料
は
、
翌
月
末

日
ま
で
に
納
付
す
る
こ
と
が
原
則
で
す

が
、
こ
れ
を
「
口
座
振
替
」
に
よ
り
一
カ

月
早
め
て
当
月
末
日
ま
で
に
納
付
（
早
割
）

す
る
と
毎
月
四
〇
円
（
平
成
十
七
年
度
金

額
、
以
下
同
じ
）
安
く
な
り
ま
す
。

ま
た
、
一
年
分
ま
た
は
半
年
分
と
い
う

よ
う
に
一
定
期
間
の
保
険
料
を
ま
と
め
て

納
付
す
る
前
納
制
度
を
利
用
し
て
、
た
と

え
ば
一
年
分
の
保
険
料
（
一
三
、
五
八
〇

円
×
一
二
＝
一
六
二
、
九
六
〇
円
）
を
納

付
書
で
納
め
る
場
合
は
一
六
〇
、
〇
七
〇

円（
二
、八
九
〇
円
引
き
）、口
座
振
替
に
す

る
と
さ
ら
に
割
引
さ
れ
て
一
五
九
、五
四

〇
円（
三
、四
二
〇
円
引
き
）に
な
り
ま
す
。

口
座
振
替
の
申
込
み
は
、
社
会
保
険
事

務
所
で
国
民
年
金
保
険
料
口
座
振
替
納
付

（
変
更
）
申
出
書
を
作
成
し
て
も
ら
い
、

振
替
開
始
希
望
月
の
前
々
月
（
前
納
の
場

合
は
二
月
中
）
ま
で
に
、
年
金
手
帳
ま
た

は
国
民
年
金
保
険
料
納
付
案
内
書
、預（
貯
）

金
通
帳
、通
帳
の
届
出
印
等
を
添
付
し
て
、

金
融
機
関
、
郵
便
局
、
社
会
保
険
事
務
所

に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
行
い
ま
す
。

障害基礎年金の併給調整が緩和

現行は１人１年金の原則があり、老齢、障

害、死亡というように支給事由が異なる年金

については選択受給（下記 a ④を除く）と

なっています。したがって、障害基礎年金を

受給している人が65歳になり老齢基礎年金を

受けられるようになったときにはいずれか一

方を選択しなければなりません。

厚生年金保険の被保険者期間が短かかった

り、保険料の免除期間（たとえば１級または

２級障害者の保険料は全額免除）があれば、

老齢厚生年金や老齢基礎年金は低額になりま

す。一方、障害基礎年金は障害等級が２級の

場合は老齢基礎年金の満額、同１級の場合は

その25％増しとなり老齢基礎年金に比べて障

害基礎年金のほうが高額になるため障害基礎

年金を選択するケースが多く、厚生年金保険

の保険料を納付したことが年金給付に反映さ

れにくいという問題が指摘されていました。

そこで、平成18年４月以降、障害を有しな

がら働いたことが評価されるよう障害基礎年

金の受給権者について、65歳以降、老齢厚生

年金または遺族厚生年金との併給ができるし

くみが導入されます。なお、障害基礎年金と

老齢厚生年金との併給が可能になることによ

り、子のある受給権者には、障害基礎年金の

子の加算額と老齢厚生年金の子の加給年金額

が支給されることとなるため、この場合は、

老齢厚生年金の子の加給年金額は支給停止と

なります。

a 現行における併給が可能なもの

① ②

│老齢厚生年金│ │障害厚生年金│

│老齢基礎年金│ │障害基礎年金│

③ ④（65歳以上に限る）

│遺族厚生年金│ │遺族厚生年金│

│遺族基礎年金│ │老齢基礎年金│

s 改正後新たに併給が可能となるもの

⑤（65歳以上に限る）⑥（65歳以上に限る）

│老齢厚生年金│ │遺族厚生年金│

│障害基礎年金│ │障害基礎年金│

昨
年
十
月
か
ら
、
年
金
を
請
求
す
る

人
の
利
便
性
の
向
上
と
請
求
漏
れ
を
防

ぐ
こ
と
を
目
的
に
、
下
記
の
高
齢
者
等

を
対
象
に
、
a
「
裁
定
請
求
書
」（
基

礎
年
金
番
号
、
氏
名
、
生
年
月
日
、
性

別
、
住
所
、
年
金
加
入
記
録
が
印
字
さ

れ
た
年
金
の
請
求
書
）
と
「
年
金
を
請

求
さ
れ
る
皆
様
へ
」
や
s
「
年
金
に
関

す
る
お
知
ら
せ
」（
は
が
き
）
が
、
社

会
保
険
業
務
セ
ン
タ
ー
か
ら
本
人
に
送

付
さ
れ
て
い
ま
す
。

①

六
〇
歳
到
達
時
に
特
別
支
給
の
老

齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
が
発
生
（
厚

生
年
金
保
険
の
加
入
期
間
が
一
年
以

上
あ
る
こ
と
）
す
る
人
に
は
、
六
〇

歳
に
達
す
る
三
カ
月
前
に
a
が
送
付

さ
れ
ま
す
。

②

六
〇
歳
到
達
時
に
厚
生
年
金
保
険

の
加
入
期
間
が
一
年
未
満
の
人
に
は

六
〇
歳
に
達
す
る
三
カ
月
前
に
s
、

六
五
歳
か
ら
老
齢
基
礎
年
金
・
老
齢

厚
生
年
金
の
受
給
権
が
発
生
す
る
と

き
に
は
、
六
五
歳
に
達
す
る
三
カ
月

前
に
a
が
送
付
さ
れ
ま
す
。

国
民
年
金
保
険
料
の
口
座
振
替
割
引
制
度

裁
定
請
求
書
の
事
前
送
付


